
   

令和７年度 女性の職業選択に資する情報公表（女性活躍推進法第 21 条関係） 

令和８年７月３１日公表 

特定事業主名：長岡京市 

 

Ⅰ 職員の男女の給与の額の差異 

１．全職員に係る情報 

 

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

＊ 地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については、各地方公共団体の条例で 
定める給料表に基づき決定されており、同一の級・号給であれば、同一の額となっている。 

 

(1) 役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

本庁部局長・次長相当職             ９７．５％ 

本庁課長相当職             ９８．７％ 

本庁課長補佐相当職             ９９．８％ 

本庁係長相当職             ９７．４％ 

 

(2) 勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上            １１８．０％    

３１～３５年             ９２．３％ 

２６～３０年             ９６．１％ 

２１～２５年             ９１．５％ 

１６～２０年             ８４．８％ 

１１～１５年             ８５．８％ 

６～１０年             ８６．８％ 

１～５年             ８９．２％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。 

 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員             ８８．０％ 

任期の定めのない常勤職員以外の職員             ８８．７％ 

全職員             ７７．２％ 

【説明欄】 

・全職員に占めるパートタイム会計年度任用職員の割合が、男性が約１５％であるのに対して女

性は約４３％となっている。 

・扶養手当について、世帯主となっている男性に支給している場合が多く、扶養手当の受給者に

占める男性の割合は約７１％である。 

・国及び府の機関からの出向者については、勤続年数を通算している。 

・短時間勤務職員については、任期の定めのない常勤職員の週の所定労働時間（３８時間４５分）

で換算した人員数を基に平均年間賃金を算出している。 



   

Ⅱ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 採用した職員に占める女性の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 令和８年度 

管理的地位にある職員   ３６．４％ 

区分 令和８年度 

本庁部局長・次長相当職   ３２．３％ 

本庁課長相当職 ３８．２％ 

本庁課長補佐相当職 ４３．６％ 

本庁係長相当職 ５２．３％ 

区分 令和８年度 

正規職全体   ４５．５％ 

正規職のうち事務系（技師等専門職含む） ３３．３％ 

正規職のうち保育士 １００．０％ 

・「第２次長岡京市仕事と生活いきいき推進プラン」に定める目標（３５％）を上回っており、今

後も、引き続き目標を達成できるよう、キャリアデザイン研修実施等の取り組みを進める。 

・男女別の管理職地位への登用比率は、男性が２３．２％、女性が１１．５％となっている。 

・前年度の管理職地位にある職員に占める女性職員の割合と比較すると、割合は１．７％増加し

ている。 

【説明欄】 

・前年度からの割合の変化は、以下のとおりとなっている。 

 本庁部局長・次長相当職：２．３％ 

 本庁課長相当職    ：１．４％ 

 本庁課長補佐相当職  ：４．３％ 

 本庁係長相当職    ：－２．１％ 

係長級は前年の割合を下回ったものの、女性の占める割合が半数を超えており、女性職員の活躍

推進に向けた取り組みに一定の効果があると考えられる。 

【説明欄】 



   

Ⅳ 男女別の育児休業取得率及び男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

１．男女別の育児休業取得率 

⑴ 常勤職員 

 

 

 

 

 

⑵ 会計年度任用職員 

 

 

 

 

 

 

２．男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 令和７年度 

男性    ９２．９％ 

女性 １００．０％ 

区分 令和７年度 

男性 ― 

女性 ― 

区分 
常勤職員 会計年度任用職員 

男性 女性 男性 女性 

１週間未満 ７．７％ ０．０％ ― ― 

１週間以上２週間未満 ０．０％ ０．０％ ― ― 

２週間以上１月以下 ２３．１％ ０．０％ ― ― 

１月超３月以下 ２３．１％ ０．０％ ― ― 

３月超６月以下 ３０．７％ ９．５％ ― ― 

６月超９月以下 ７．７％ ２３．８％ ― ― 

９月超１２月以下 ７．７％ ４２．９％ ― ― 

１２月超２４超以下 ０．０％ １４．３％ ― ― 

２４月超 ０．０％ ９．５％ ― ― 

【説明欄】 

・育児休業の取得を進めるため、子育てに関する制度等を案内した「子育てハンドブック」を作成

し、職員の共有フォルダに掲載しているほか、各職員が産前休暇に入る前に制度説明の場を設け

ている。また、育休職員の代替として会計年度任用職員を任用することで、他の職員の負担の軽

減を図っている。 

・女性の育児休業取得率は、１００％を維持している。 

・男性の育児休業取得率は、昨年度より１７．９％増加している。 

・会計年度任用職員の数値は、公表することにより特定の職員の状況が明らかになるため、公表

を差し控える。 



   

※ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率並びにそれぞれの休暇の 

合計取得日数の分布状況 

 

 

 

Ⅴ 管理的地位にある職員以外の職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を超えて 

命じられて勤務した時間の算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
特別休暇：妻の出産 特別休暇：妻の出産に伴う育児休暇 

取得者 取得率（％） 取得者 取得率（％） 

対象者 １４人 １３人 ９２．９％ ９人 ６４．３％ 

取得日数分布率 

１日以内 ０．０％ １日以内 ０．０％ 

２日以内 １５．４％ ２日以内 ０．０％ 

３日以内 ８４．６％ ３日以内 ２２．２％ 

  ４日以内 ０．０％ 

  ５日以内 ７７．８％ 

合計日数５日以上の取得率（％） ６４．３％ 

区分 令和７年度 

内部部局等 １５．９時間／月 

内部部局等以外 ５．２時間／月 

【説明欄】 

・時間外勤務の事前命令制度をＩＣＴ化し、時間外勤務の実態を正確に把握する体制づくりを行っ

た。 

・他律的業務の比重が高い所属を除いた時間外勤務時間は、内部部局等が１４．４時間、内部部局等

以外が５．２時間（内部部局等以外に他律的業務の比重が高い所属がないため、変化なし）であっ

た。 

・他律的業務の比重が高い所属を除いた時間外勤務時間は、全体で１１．１時間であり、「第２次長

岡京市仕事と生活いきいき推進プラン」に定める目標（１２時間以下）を達成している。 

・他律的業務の比重が高い所属を除いた年間３６０時間を超えて時間外勤務した職員数は２８名で

あり、同プランにおける目標（２０人以下）を上回った。今後も引き続き、職員間の応援体制の整

備や定時退庁の呼びかけ等を行っていく。 

・各部局の男女別の平均は、以下のとおりである。 

内部部局等・男性： １８．７時間／月 

内部部局等・女性： １３．１時間／月 

内部部局等以外・男性：６．９時間／月 

内部部局等以外・女性：４．２時間／月 

・区分は、令和８年３月末を基準としている。 


